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本県の職業能力開発をめぐる課題 

 
国の第１１次職業能力開発基本計画でも触れられているとおり、デジタル化の進展等に

よる労働者に求められる能力の急速な変化や、人生 100 年時代の到来による労働者の職業
人生の長期化、経済・社会の活性化に向けた女性活躍の一層の推進等、職業能力開発を  
取り巻く環境は大きく変化しています。  

こうした産業構造や社会環境の変化を的確に捉えながら、地域の企業ニーズにも対応 
した職業能力開発を推進するとともに、女性や高齢者をはじめとした誰もがいきいきと 
活躍できる全員参加の社会の実現に向けた職業能力開発と就労支援を推進していく必要が
あります。  

加えて、若者のものづくり離れや技能者の高齢化が進む中、技能の振興や継承の促進も 
一層求められています。  

これらの取組みを推進するためには、高等技術専門校等の工業系人材育成機関の機能を
強化するとともに、教育委員会等関係機関と連携して、ものづくりの魅力を広く発信して
いく必要があります。 

１ 企業ニーズに応じた人材の確保・育成 

(１) デジタル社会を担う人材の確保・育成 
近年、Society5.0 の実現に向けた経済・社会の構造改革が進展している中で、ＩＴ等の  

デジタル技術を活用した課題解決・業務効率化や他の業務領域との協力・連携を行える  
デジタル人材が不足しています。 

令和４年６月に閣議決定された「デジタル田園都市国家構想」では、２０２６年度まで
に２３０万人のデジタル人材の育成が掲げられるなど、デジタル人材の確保・育成が社会
全体において喫緊の課題となっています。 

また、デジタル化の進展により、あらゆる産業分野でＩＴの利活用が求められている  
ことから、全ての働く方々に必要とされるＩＴリテラシーの付与を推進する必要性が   
高まっています。 

図 １ IT 人材需給に関する主な試算結果 
図 ２  IT 人材の確保における課題 
図 ３ ものづくりの工程・活動におけるデジタル技術の活用状況 
図 ４ デジタル技術を活用していく上での課題 
 

(２) 介護・保育・建設等の人手不足分野の人材の確保・育成 
医療・福祉、建設業、製造業等、幅広い分野で人手不足となっています。これらの分野

での人材の確保・育成に向け、職業訓練のさらなる充実を図っていく必要があります。 
図 ５ 千葉県 県内総生産(産業部門) 
図 ６ 産業別就業者の推移(千葉県) 
図 ７ 完全失業率の推移(全国・千葉県) 
図 ８ 有効求人倍率の推移(全国・千葉県) 
図 ９ 職業別有効求人・求職者数、有効求人倍率(千葉県) 
図 １０ 有効求人倍率の高い職業 
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(３) リスキリングの充実 
デジタル化の進展等による労働者に求められる能力の急速な変化等を踏まえ、ＩＴ  

スキルを始めとして、リスキリングの必要性が高まっています。仕事に必要なスキルの  
習得機会をなるべく多く提供できるよう、在職者訓練等の充実を図る必要があります。 

図 １１ 事業所のＯＦＦ－ＪＴの実施予定 
図 １２ ＯＦＦ－ＪＴとして、今後実施したいと考える教育訓練 

 
(４) 中小企業における人材育成への支援 

デジタル化の進展等により求められる人材が変化している中、人材育成における課題と
して「指導する人材が不足している」、「人材育成の時間が足りない」等の意見をあげる  
企業が多くなっています。特に、中小企業では、人材の確保・育成を重要な経営課題と   
捉えていることから、支援の充実を図る必要があります。 

図 ３ ものづくりの工程・活動におけるデジタル技術の活用状況（再掲） 
図 ４ デジタル技術を活用していく上での課題（再掲） 
図 １１ 事業所のＯＦＦ－ＪＴの実施予定（再掲） 
図 １３ 事業所における教育訓練(人材育成)の考え 
図 １４ 能力開発や人材育成を行う際の問題点 

 

２ 生産年齢人口の減少を踏まえた全員参加の社会の実現 

千葉県の令和４年４月１日現在の人口は約６３０万 5 千人で、そのうち生産年齢人口 
（１５歳～６４歳）は３８３万４千人（６０．８％）ですが、今後、人口の減少傾向、    
特に生産年齢人口の減少が続くことが予想されています。この中で本県の経済を持続的に
発展させるためには、あらゆる人が職業人として活躍できる環境を整備することが重要 
です。 

女性、若者、高齢者、障害者など、一人ひとりの特性やニーズに応じた職業能力開発  
及び就労支援を推進し、全員参加の社会を実現させる必要があります。 

図 １５ 年齢３区分人口推移・予測（千葉県） 
図 １６ 年齢３区分人口推移・予測（千葉県） 

 
(１) 女性のための職業能力開発と就労支援 

経済・社会の活性化に向けて、職業能力開発施策においても、女性活躍の一層の推進が
求められています。 

女性の労働力率のＭ字カーブ（※）は改善してきていますが、非正規雇用労働者の   
約３分の２が女性であること、母子家庭の約半数が非正規雇用労働者であることや転職を
考えている母子家庭が父子家庭の倍以上あること等を踏まえ、就業率という量的な面だけ
ではなく、雇用の質の面にも焦点を当てていく必要があります。 

 
  ※Ｍ字カーブ 

 女性の年齢階級別労働力率（15 歳以上人口に占める
労働力人口（就業者＋完全失業者）の割合）が、結婚・
出産期に当たる年代に一旦低下し、育児が落ち着いた 
時期に再び上昇する形状となることを指す 
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図 １７ 女性の労働力率(全国・千葉県) 
図 １８ 男性の労働力率(全国・千葉県) 
図 １９ 雇用者数の推移(千葉県)  
図 ２０ 非正規雇用者数の推移(千葉県) 
図 ２１ 就業しているひとり親の仕事上の地位 
図 ２２ 就業している母子家庭の母・父子家庭の父の転職の意思の有無 

 
(２) 若者のための職業能力開発と就労支援 

若年層において、非正規雇用労働者の割合は増加傾向にあります。また、緩やかな減少
はみられますが、未だ多くフリーターやニートがいる状況（令和元年度：約６０万人）   
です。 

少子化の進展により若年層の労働人口が減少していること、また、若年者の失業率が 
全年齢層の中でも高いことなどから、職業訓練や就労支援の取組の必要性が高まって  
います。 

図 ２３ 年齢階層別 正規雇用・非正規雇用者割合(全国) 
図 ２４ 完全失業率の推移(全国) 
図 ２５ フリーター・ニート数の推移(全国) 
 

(３) 中高年齢者のための職業能力開発と就労支援 
平均寿命の伸びや年金受給開始年齢の引上げなどに伴う労働者の職業人生の長期化に

より、高齢者の有業率が高まっていること、また、今後、本県では特に高齢化の急速な   
進展が見込まれていることから、技能・技術の習得に向けた職業訓練や、キャリアを   
活かした就労支援が重要となっています。 

図 ２６ 60～64 歳の有業率(千葉県)、65～69 歳の有業率(千葉県) 
図 ２７ 何歳ごろまで収入を伴う仕事をしたいか 

 
(４) 障害者のための職業能力開発と就労支援 

障害者の求職件数・就職件数は増加傾向にありますが、就労を目指しているものの  
未だ就労ができない障害者が多くいます。 

就職に役立つ知識・技能を習得する機会の提供や障害特性やニーズに応じたきめ細やか
な就労支援が必要です。 

また、障害者が安定して働ける環境を実現するため、雇用する企業への継続的な支援が
求められています。 

図 ２８ 障害者の就職件数と新規求職件数の推移(千葉県) 
 

(５) 就職氷河期世代のための職業能力開発と就労支援 
就職氷河期世代（※）は、希望する就職ができず、不本意ながら不安定な仕事に就いて

いる、無業の状態にあるなど、様々な課題に直面しており、一人ひとりの事情に応じた  
長期的・継続的な支援を行うことが必要です。 

離職者・転職者や不本意非正規労働者について、引き続き、職業訓練等キャリア形成の
機会の確保や正規雇用への転換に向けた就労支援を行う必要があります。 

図 ２９ 雇用形態別雇用者数(全国) 
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３ 工業分野等における技能振興・継承 

建設業、製造業等において若年技能労働者の不足が問題となっています。また、    
これからの技能者には、技術の高度化やデジタル化のさらなる進展も踏まえ、時代に即応
した知識や技術も習得していくことが求められています。 

若者のものづくりに対する関心を高めるため、高等技術専門校等におけるキャリア教育
の充実を図るとともに、技能振興の気運を醸成し、製造業等において若年技能労働者の  
確保・育成を進める必要があります。 

また、技能労働者の技能と地位の向上に向けた技能検定制度の普及促進を図るとともに、
中小企業における技能継承を着実に進める必要があります。 

図 １４ 能力開発や人材育成を行う際の問題点（再掲） 
図 ３０ 製造業における年齢層別就業者数の推移(全国) 
図 ３１ 技能継承の取組を行っている事業所 
図 ３２ 技能継承の取組を行っている事業所の取組の内容 

４ 工業系人材育成機関の魅力の低下 

県内の製造業等では有効求人倍率が高い状況であるにもかかわらず、工業系人材育成 
機関である高等技術専門校における入校率が低迷（令和３年度入校率５６．９％）して  
いるほか、工業高校においても定員を充足していない状況（定員充足率８８％）にあり  
ます。 

千葉県の基幹産業である製造業等における人材の確保・育成に向け、高等技術専門校等
の人的・物的リソースが十分に活用されるよう、工業系人材育成機関の機能強化、魅力  
向上に向けた一層の取組みが必要です。 

図 ３３ 県立高等技術専門校の応募・入校状況（平成２８年度～令和３年度、全校） 
図 ３４ 訓練科ごとの状況 

 
(１) 高等技術専門校の再編・整備 

デジタル社会を担う人材の確保・育成といった喫緊の課題に加え、成田空港の拡張等に
よる物流需要の増加等を踏まえ、訓練科の新設のほか、機能的・効率的な訓練の実施に  
向け、訓練科の統合や移転等についても検討する必要があります。 

また、老朽化した施設・設備については計画的に整備し、機能強化及び魅力向上を図る
必要があります。 

表 ３ 施設建築時期 
 

(２) ものづくりの魅力発信の強化 
本県が令和３年度に行ったアンケート調査では、ものづくりに興味・関心のない高校生

が多く（約４割）、高等技術専門校の認知度も２割未満（１９．７％）という結果でした。 
また、本県では、高校進学に際して普通科進学希望が多く、工業高校では定員を充足し

ていない状況 （定員充足率８８％）であり、工業高校卒業後に工業系大学・企業に進学・

※就職氷河期世代 
 バブル崩壊後の 1990～2000 年代の雇用環境が厳しい時期
に就職活動を行い、現在も様々な課題に直面している者 
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就職する割合も６５％となっています。 
工業系人材育成機関におけるキャリア教育の充実により、若者のものづくりに対する 

興味・関心を高めるとともに、ものづくりの面白さや、高い就職率といった工業系人材  
育成機関の長所等、ものづくりの魅力に関する情報発信を強化する必要があります。 

図 ３３ 県立高等技術専門校の応募・入校状況（平成２８年度～令和３年度、全校）（再掲） 
図 ３５ 高校生のものづくり産業への関心 
図 ３６ 高校生の高等技術専門校の認知度 

 
(３) 教育委員会等との連携強化 

高等技術専門校や工業高校、ポリテクカレッジなどの工業系人材育成機関では、   
それぞれ各種事業を展開しており、これまで情報の共有など一定の連携を図ってきた  
ところです。 

工業分野等への人材供給という同じ目的をもつ人材育成機関がより一層連携し、広報 
などの取組をより効果的に実施していく必要があります。 
  


